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      ＜要 旨＞ 

本研究の目的は、専門教育としての学部ゼミナールに焦点を当て、
学生の特性把握、教育目標の設定、学習目標の設定、学習活動の設定、
学生に対する指導の 5 点からゼミナールの授業構成を検討することで
ある。本研究では、東京都内に本部が所在する大学の人文学、社会科
学、総合科学系学部に所属している教員（専任講師以上）を対象に、
学部 2、3、4 年生向けのゼミナールに関する質問紙調査を実施した。 

125 名の教員データを用いた因子分析の結果、教員はゼミナールを
専門教育の方法としてだけでなく共同体としても認識していること、
専門性の習得を超えた価値をゼミナールに見出している可能性など
が示唆された。続いて、教員によるゼミナールの授業構成に対する諸
要因の効果を検討した。分散分析の結果、人文学が専門の教員は社会
科学が専門の教員よりも知識伝達を重視していること、担当年数が長
い教員は専門性の習得に価値を置いていること、学生による発表や課
題遂行の支援は 4 年生が対象のゼミナールで多く行われていること、
グループでの共同活動や教員および学生間での議論はゼミナールの
規模が大きいほど多く行われていることなどが明らかになった。 

 
 
１．背景 

 
「教授中心から学習中心へ」「教員中心から学生中心へ」というフレーズ

をよく耳にする（松下・田口 2012）。これは、今日の大学教育が直面して
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いる状況を表すと同時に、こうした意識を授業実践の中でどう具現化して
いくかが、教員に求められている課題といえよう。 

しかし、研究者としての役割も担う大学の教員にとって、その課題に取
り組むことは、程度の差はあれ困難を伴うものと考えられる。なぜなら、
大学の教員は教員免許の取得が必要とされておらず、授業方法に関する知
識や研修がない状態で、着任後すぐに授業を行わなければならないからで
ある（田口ほか 2006）。とりわけ大学教員初任者は、教育方法に関して強
い不安を有していることが指摘されている（中村ほか 2007）。このような
現状に対して、FD（Faculty Development）が有効に働くことは、多くの
大学関係者が期待するところである。その理由は、教育技術の向上を目的
とした取り組みが、他の教員の実践過程や方法について知る機会を提供す
るからだと考えられる。 

ただし、大学での教育や授業には様々な種類があるため、それらを一括
りにして論じることには限界がある。例えば、Lowman（1984＝1987）は、
「大人数教育の講義で学生にわかりやすく知識を伝えるスキルと、少人数
の演習で学生の発言を引き出すスキルは異なる」と述べている。つまり、
講義とゼミナール（演習と同義）では、大学の教員に求められる教育技術
および、その向上を支える取り組みは異なるということである。この点に
関連して、講義に関する FD が充実している一方で、ゼミナールに関する
FD はほとんど行われていない現状が指摘されている（毛利 2007）。 

ここでのゼミナールとは、指導教員を交えて数人から 20 人程度で定期的
に会合をもち、研究内容を深める体制で行われる授業を指す（齋木 2004）。
またゼミナールでは、特定の専門科目に関する内容研究において、教員に
よる指導を受けるのが一般的な形とされている（齋木 2004）。つまり、「未
確定の知識の探究活動を含む大学教育の象徴（朴澤 2009）」として、ゼミ
ナールの価値が認められているのである。 

まず、学生の研究を教員が援助・指導する場（梅根 1970）として機能す
るゼミナールでは、学生の積極的な参加が求められる（Fejes et al. 2005、  
King 2001、鈴木 2001）。そしてゼミナールは、活発に行われる議論を通じ
て、学生が教員と共に成長する場（鈴木 2001）でもあり、問題発見的で双
方向的な少人数教育（朴澤 2009）の代表として語られることも多い。 

さらにゼミナールにおいては、学習を支えるための環境づくりが重要で
ある（船曳 2005）。教員は学生の深い理解や刺激を引き出すために、学生
が積極的に参加できる環境を整え（King 2001）、学生自身が取り組む学習
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を支援する必要がある（Fluck 2001）。例えば教員には、学生の興味や関心
に合うテーマを選ぶこと（Fluck 2001）や、学生が自身の問題意識に気付
くことができるように見通しをもって指導すること（毛利 2007）などが求
められている。 

このように、ゼミナールでの教員の役割については、様々な提案がされ
ている一方で、現場対応の出たとこ勝負といったブリコラージュの面が強
い（船曳 2005）という指摘もある。加えて、ゼミナールの方法は、個人の
「技」に還元して論じられることが多く、ゼミナールに関する先行研究の
多くは、単一の事例報告に留まっている。ゆえに、多様な「技」の全体像
をとらえた、包括的で実証的な研究は十分に行われていないといえよう。 

加えて先に述べた通り、大学教員は、授業方法についての体系的な教育
を義務付けられていない。そのため、ゼミナールを実践する教員は、自身
が学部や大学院時代に受けたゼミナールの経験を参考に実践せざるをえな
い状況に置かれている。このことは、ゼミナールを実践する教員が、他の
教員による多様な方法を理解する機会や、その中から自分に合う方法を見
つける手段を持っていない現状を表している。もし教員が、担当するゼミ
ナールと他の教員のゼミナールとを比較し、内容や形式が異なっているこ
とを把握できれば、改善や充実を図りやすくなるのではないだろうか。 

このような問題を解決するためには、教員がどのようなゼミナールを構
成しているのかという点について、広く一般的な知見を提供することが必
要である。つまり、ゼミナールの授業構成に関する俯瞰的な検討が求めら
れる。さらに、担当教員による個人差という意味での相違点を明らかにす
るためには、個々のゼミナール同士を比較する上で、ゼミナールの授業構
成と関連性のある要因を仮定する必要がある。 

例えば、教員の専門分野は、授業での教授アプローチに影響を与えるこ
とが指摘されている（Postareff et al. 2007、Stes et al. 2010）。具体的には、
歴史学や教育学のような“ソフト”な専門分野の教員は、科学や薬学などの
“ハード”な専門分野の教員よりも、学生に焦点化した教授アプローチをと
ると述べられている。なお、教員の専門分野については、授業の目的や方
法に差異が生じることも実証されている（小方 2010）。 

また、教授経験の長い教員は、知識伝達を目的とする教員中心のアプロ
ーチよりも、概念変容を目指す学生中心の教授アプローチをとることが明
らかにされている（Postareff et al. 2007）。そのほか、学生と教員の双方向
のやり取りという観点から、クラス規模と授業形態との関係が考察されて
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いる（中井・馬越 1999）。これらの先行研究を踏まえ、教授経験、教員の
専門分野、クラス規模などがゼミナールの授業構成に与える効果を検討す
ることは重要であると考えた。 

 
２．目的と視座 

 
以上の議論に基づき本研究では、教員によるゼミナールの授業構成につ

いてその構造を明らかにし、教員の専門分野、教員の担当年数、ゼミナー
ルの対象学年、ゼミナールの規模による差異を検討することを目的とした。
つまり本研究のねらいは、担当教員によるゼミナールの授業構成の相違点
の理解にあり、ゼミナールが他の授業と比べてどの点が特異なのかという
問いに答えるものではない。 

おそらく教員は、ゼミナールの授業構成を考える際に、参加している学
生の特性を把握しつつ、自身のゼミナールでの振る舞いやそこでの学生の
学びについて目標を立てながら、適切な活動や指導を設定していると考え
られる。このように、ゼミナールの授業構成は複数の要因によって成立し
ているという前提のもと、因子分析により各要因の下位構造を明らかにす
る。そして分散分析を用いて、教員の専門分野、教員の担当年数、ゼミナ
ールの対象学年、ゼミナールの規模による授業構成の差異を検討する。 

ただし、ゼミナールに関する先行研究の多くは個別具体的な事例の報告
に留まっているため、ゼミナールの授業構成を包括的に検討する視座は確
立されていない。そこで本研究では、大学授業の設計に関する 2 つの先行
研究（貫井 2001、Fink 2003）を理論的枠組みとして参照した。その際、
いずれの先行研究も学習内容や単元に規定されず、汎用性のある理論やモ
デルを提示しているという点で、ゼミナールに適用可能であると判断した。 

まず、貫井（2001）は大学教育の授業設計を、「教育活動と学習者の学習
活動を実践するに先立って、目標の設定、授業内容の決定、活動系列の構
想、教材研究、評価方法などをあらかじめ想定し、個々の内容、方法の検
討を行うこと」と捉えている。また、Fink（2003）は、総合的授業設計の
主要構成要素として、考慮すべき状況要因（学習者の特性、教科の性質な
ど）、学習目標、教授と学習活動、フィードバックと評価などを指摘してい
る。状況要因を分析し、学習目標を計画し、フィードバックと評価手順を
考案し、授業および学習活動を選定するというように、構成要素間の関係
性を強調している点に特徴がある（Fink 2003）。 
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両先行研究の知見を統合するならば、教員によるゼミナールの授業構成
について、[A] 学生のどのような特性を把握しているのか、[B] 学生に対
する教育に関して何を目標としているのか、[C] 学生が何を学習すること
を目標としているのか、[D] どのような学習活動を設定しているのか、[E]
学習活動に取り組む学生に対してどのような指導を行っているのか、など
の観点から検討することが適切だと考えた。その根拠として、以上 5 つの
要素と先行研究との対応関係は以下の通りである－[A]：Fink（2003）の「学
習者の特性」、[B]：貫井（2001）の「目標の設定」、[C]：Fink（2003）の
「学習目標」、[D]：貫井（2001）の「活動系列の構想」、Fink（2003）の
教授と学習活動、[E]：Fink（2003）の「フィードバックと評価」－。 

以上を踏まえて本研究では、[A] 学生の特性把握、[B] 教育目標の設定、
[C] 学習目標の設定、[D] 学習活動の設定、[E] 学生に対する指導の 5 点を
中心に、教員を対象とする質問調査票を構成した。なお、Fink（2003）の
モデルおよび、本調査の前に実施した半構造化面接による予備調査の結果
から、以上 5 つの要素は[A]、[B]と[C]、[D]と[E]の 3 段階に分けられ、同一
の段階に含まれる要素間だけでなく、段階を超えて相互に関係し合う構造
にあると仮定した。具体的には、教員はゼミナールの授業構成を考える際、
[A]～[E]の要素をそれぞれ独立に扱うのではなく、学習者の特性を把握し
ながら学習活動を設定し、学生を指導する中で学習目標を設定するなど、
他の要素と関連づけながら各々の要素を検討していると考えた。 

[A]～[E]に加えて、ゼミナールで指定または推薦している教材や成績の
評価基準についても、実態を把握するために質問項目を設定したが、本研
究の分析からは割愛した。各質問項目は、関連する先行研究および、本調
査の前に実施した半構造化面接による予備調査の知見を踏まえて作成した。
また、授業構成に影響を与えうる要因として、教員の専門分野、教員の担
当年数、ゼミナールの対象学年、ゼミナールの規模の 4 点に注目し、関連
する質問項目を質問調査票に含めた。 
 現在、多くの大学では、1 年次に初年次ゼミナールや教養ゼミナールが、
3 年次または 4 年次に専門ゼミナールが実施されている。しかし、2 年次は
一般教育と専門教育の境界線上にあるため、専門教育への入門としてゼミ
ナールが実施される場合もあればそうでないこともある。こうした現状は、
ゼミナールを実施時期の観点から（a）一般教育、（b）専門教育の入門期、
（c）専門教育の 3 つに分類した毛利（2007）の指摘と対応するものであり、
本研究ではこの分類に従う。 
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 なお、（a）一般教育に該当する初年次ゼミナールや教養ゼミナールでは、
学生を機械的に割り振るため、ゼミナールを選択して受講することができ
ない場合が多い。また、専門的な内容や知識を扱わず、リテラシー教育に
重きが置かれる傾向にあるという点でも、（b）専門教育の入門期や（c）
専門教育に該当するゼミナールとは性質が異なるといえよう。ゆえに、学
生の専攻とかかわりなく、共通科目として実施される初年次ゼミナールや
基礎ゼミナールを本研究の対象から除外することは適当と考えられる。 
 また、ゼミナールは専門分野の知識や技術を深める上で効果的である（山
内 2003）という主張や、大学の教育方法の改善を目的に、本来は専門教育
の後期のみで実施されていたゼミナールがそれ以前の時期にも適用される
ようになった（毛利 2006）という指摘を踏まえると、（a）一般教育に該当
するゼミナールは、（b）専門教育の入門期や（c）専門教育に該当するゼ
ミナールを転用したものと考えることもできよう。さらに、ゼミナールは
歴史学や教育学、法学などいわゆる文系学部の専門教育を中心に発展した
経緯を鑑みて、本研究では学部 2、3、4 年生が対象のゼミナールに着目し
た。 
 ゼミナールで扱う学問分野は、ゼミナールを実践する教員の専門分野に
準拠する。そこで、日本学術振興会（2010）「系・分野・分科・細目表」を
参考に、人文社会系（人文学、社会科学）、総合・新領域系（総合領域、複
合新領域）に該当する分野で研究をしている教員のゼミナールに焦点を当
てた。なお、理工系専門教育では、研究と教育の両方を兼ねた仕組みとし
て研究室教育が重要な役割を果たしており、改善に資する実証的な研究が
進められている。そして、ゼミナールは研究室教育の一環として行われ、
独立した授業として扱われていない場合も多い。つまり、人文社会系や一
部の総合・新領域系の学部で開かれているゼミナールとは位置づけや性質
が異なるため、本研究の対象に含めなかった。 
 
３．方法 

 
3.1 調査の手法 

 調査対象は、東京都内に本部が所在する大学の中で、人文学、社会科学、
総合科学（総合・新領域が該当）系学部に所属している専任講師以上の教
員に限定した。各学部からの抽出人数を所属教員数より比例配分した上で、
ランダムサンプリング（系統抽出）を行った。抽出の対象となった母集団
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は、81 大学、260 学部の教員 13822 名であり、抽出された 81 大学、258 学
部の教員 600 名に調査票一式（教員用調査票、学生用調査票を含む）を郵
送した。調査期間は、2012 年 1 月 6 日（金）～3 月 30 日（金）であった。 

本調査では、2011 年度の後期（3 学期制の場合は 3 学期）または前期と
後期を通じての 1 年間に、学部 2、3、4 年生が対象の「ゼミナール」、「ゼ
ミ」、「セミナー」、「演習」のいずれかの名称がついた授業を担当した教員
および、その授業を受講した学生に回答を求めた。なお、本研究が対象と
するゼミナールは、（a）シラバスに授業の正式名称が記載されている、（b）
学生が単位を取得できる、（c）定期的に開かれている、（d）教員ができる
限り必ず参加している、（e）学生の参加が基本とされている、という 5 つ
の条件を満たすことを前提とした。なお、本研究の目的は教員によるゼミ
ナールの授業構成を検討することであったため、ここでは教員用調査票の
回答データのみを用いて分析を行った。 

分析では回収された回答データのうち、教員用調査票と学生用調査票の
両方が揃っているケースと教員用調査票のみが返送されたケースの両方を
採用した。ただし、初年次ゼミナールについて回答したケース、教員が担
当した複数のゼミナールについて回答した可能性が高いケースを分析対象
から除外した。その結果、本研究の分析対象は 53 大学、93 学部の教員 125
名となったが、欠損値処理の都合上、分析項目ごとに標本サイズは異なる。 

分析対象の教員および、教員が担当したゼミナールについて以下に内訳
を述べるが、無回答の数値は割愛する。教員の性別は、男性が 94 名（75.8%）、
女性が 30 名（24.2%）、平均年齢は 54.4 歳（S.D.=9.4）であった。教員の専
門分野は、人文学が 44 名（35.2%）、社会科学が 61 名（48.8%）、総合科学
が 20 名（16.0%）であった。続いて、実践に関する経験値としてゼミナー
ルの担当年数を設定し、現在の所属大学での経験ではなく、初めて担当し
てから現在までの年数を算出することが妥当だと判断した。担当年数は、
10 年以下が 39 名（32.2%）、11 年以上 20 年以下が 45 名（37.2%）、21 年以
上 45 年以下が 37 名（30.6%）、平均値は 16.6 年（S.D.=10.4）であった。 

ゼミナールの開講期間は、後期のみが 16（13.0%）、通年が 107（87.0%）
であった。また、授業区分は、必修が 59（48.0%）、選択必修が 26（21.1%）、
選択が 38（30.89%）であった。ゼミナールの対象学年は、2 年生単一が 3
（2.4%）、3 年生単一が 46（36.8%）、4 年生単一が 21（16.8%）、2・3 年生
複合が 3（2.4%）、3・4 年生複合が 41（32.8%）、2・3・4 年生複合が 11（8.8%）
であった。ゼミナールの規模（参加学生の人数）は、10 名以下が 40（33.3%）、
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11 名以上 20 名以下が 55（45.8%）、21 名以上 40 名以下が 25（20.9%）、平
均値は 15.1 名（S.D.=8.9）であった。 
 

3.2 分析の方法 
本研究の目的は、学部 2、3、4 生を対象に 2011 年度に開かれたゼミナー

ルに焦点を当て、教員による授業構成の構造を明らかにし、教員の専門分
野、教員の担当年数、ゼミナールの対象学年、ゼミナールの規模による差
異を検討することであった。そこで、以下の[A]～[E]を分析に用いた。 

[A] 学生の特性把握については、「そのゼミナールの授業構成を考える上
で、受講する学生についてどのような点を考慮しましたか？…」という問
に対して、「1. 全くそうでない」～「5. とてもそうである」の 5 件法で 6
項目に回答を求めた。各項目は、予備調査の知見を踏まえて作成した。[B] 
教育目標の設定については、「そのゼミナールの授業構成を考える上で、ど
のような点に力点を置きましたか？…」という問に対して、5 件法で 7 項
目に回答を求めた。各項目は、東京大学大学院教育学研究科 大学経営・
政策研究センター（2010）の「大学教育の現状と将来－全国大学教員調査
－報告書」より 5 項目を引用し、予備調査の知見をもとに 2 項目を作成し
て追加した。[C] 学習目標の設定については、「そのゼミナールでは、どの
ような学習目標を設定しましたか？…」という問に対して、5 件法で 12 項
目に回答を求めた。各項目は、予備調査の知見を踏まえて作成した。[D] 学
習活動の設定については、「そのゼミナールでは前期/後期にどのような学
習活動を設定しましたか？…」という問に対して、「1. 全くなかった」～
「5. よくあった」の 5 件法で 15 項目に回答を求めた。各項目は、伏木田
ほか（2011）より引用した。[E] 学生に対する指導については、「そのゼミ
ナールでは、学生の発表/課題(卒業論文・研究・制作を含む)に取り組む学
生に対してどのような指導をしましたか？…」という問に対して、「1. 全
くしなかった」～「5. よくした」の 5 件法で 11 項目に回答を求めた。各
項目は、伏木田ほか（2011）より引用した。 
 はじめに、[A]～[E]に該当する項目について、因子分析による変数の構
成を行った。次に、因子分析により推定された因子得点を用いて 1 要因の
分散分析を行った。分散分析の目的変数には、推定された 14 因子を用いた。
説明変数には、教員の専門分野、教員の担当年数、ゼミナールの対象学年、
ゼミナールの規模の 4 要因を用いた。なお、分散分析を行う前に、説明変
数間には有意な関連性がなく、相互に独立していることを確かめた。 
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教員による学部ゼミナールの授業構成 

 また、本調査の前に実施した半構造化面接による予備調査や先行研究の
知見を踏まえて、以下に示す 4 つの仮説を設定した。【仮説 1】人文学が専
門の教員は、社会科学または総合科学が専門の教員よりも、教員による講
義や、専門分野や研究の紹介を学習活動として多く設定している。【仮説 2】
担当年数が長い教員は、短い教員よりも、専門性を重視した教育目標や学
習目標を多く設定している。【仮説 3】対象学年に 4 年生が含まれるゼミナ
ールを担当した教員は、含まれないゼミナールを担当した教員よりも、専
門性を重視した教育目標や、主体性を促す学習目標、学習活動、学生に対
する指導を多く設定している。【仮説 4】規模が大きいゼミナールを担当し
た教員は、小さいゼミナールを担当した教員よりも、構成員間（教員と学
生、学生と学生）の相互作用を促す学習活動を多く設定している。 
 
４．結果 

 
はじめに、各項目の度数分布表より極端な偏りがみられる項目の有無を

確認した上で、ゼミナールの授業構成の構造を明らかにするために、因子
分析（主因子法、プロマックス回転）を行った。初期の共通性が 0.1 以下
の項目があった場合はその項目を削除した上で、再度、因子分析を実施し
た。固有値 1 以上の基準により因子数を決定したが、場合により累積寄与
率が 0.5 以上となるところまでの因子を採用した。 
 

4.1 学生の特性把握に関する因子分析 

表1より、第1因子は、「学問に対する興味・関心」、「学習に対する意欲」
などの項目に対する負荷量が高かったことから、「心理的特性の把握」に関
する因子とした。第2因子は、「就職活動の状況」、「ゼミナール以外に受講
している授業」などの項目に対する負荷量が高かったことから、「状況的特
性の把握」に関する因子とした。第1因子と第2因子の因子間相関は比較的
高かったことから、教員は学生の心理的特性と状況的特性を同程度、把握
している可能性が示唆された。 

 
4.2 教育目標の設定に関する因子分析 

表2より、第1因子は、「居心地のよい環境を提供する」、「教員と学生、学
生と学生間の関わりを強化する」などの項目に対する負荷量が高かったこ
とから、「共同体の運営目標」に関する因子とした。第2因子は、「最先端の
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研究成果に触れさせる」、「確実に学問の基礎を教える」などの項目に対す
る負荷量が高かったことから、「専門教育の充実目標」に関する因子とした。
第1因子と第2因子の因子間相関は低かったことから、教員は共同体の運営
目標と専門教育の充実目標を独立に設定している可能性が示唆された。 

 
4.3 学習目標の設定に関する因子分析 

表3より、第1因子は、「学生の学習に対する意欲が向上する」、「学生が学
ぶことのおもしろさを発見する」、「学生が他者と協調して課題に取り組む」
などの項目に対する負荷量が高かったことから、「能動的学習の体験目標」
に関する因子とした。第2因子は、「学生が個人の興味・関心を追究する」、
「学生の思考力が向上する」などの項目に対する負荷量が高かったことか
ら、「探究心の向上目標」に関する因子とした。第3因子は、「学生が学習内
容についての体系的な理解を深める」、「学生が専攻する学問分野の基礎的
な知識を習得する」などの項目に対する負荷量が高かったことから、「専門
性の達成目標」に関する因子とした。第1因子と第2因子、第1因子と第3因
子、第2因子と第3因子のいずれの因子間相関も比較的高かったことから、
教員はすべての学習目標を同程度、設定している可能性が示唆された。 

 
4.4 学習活動の設定に関する因子分析 

表4より、第1因子は、「学生がグループでフィールドワーク（観察・調査
等）をする」、「学生がグループでイベントの企画をする」、「学生がグルー
プで文書の作成（レポート・レジュメ等）をする」などの項目に対する負
荷量が高かったことから、「グループでの共同活動」に関する因子とした。
第2因子は、「学生が与えられた課題の進捗について発表をする」、「学生が
卒業論文・研究・制作について発表をする」などの項目に対する負荷量が
高かったことから、「学生による発表」に関する因子とした。第3因子は、
「教員と学生の間で議論をする」、「学生と学生の間で議論をする」などの
項目に対する負荷量が高かったことから、「教員および学生間での議論」に
関する因子とした。第4因子は、「教員が講義をする」、「教員が自分の専門
分野や研究の紹介をする」などの項目に対する負荷量が高かったことから、
「教員による知識伝達」に関する因子とした。すべての因子間相関が低か
ったことから、教員はそれぞれの学習活動を多様に組み合わせて設定して
いる可能性が示唆された。 
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4.5 学生に対する指導に関する因子分析 

表5より、第1因子は、「テーマ設定についてアドバイスをする」、「文献の
読み方についてアドバイスをする」、「参考になる文献を紹介する」などの
項目に対する負荷量が高かったことから、「課題遂行の支援」に関する因子
とした。第2因子は、「発表の内容を評価する」、「発表の技術を評価する」
などの項目に対する負荷量が高かったことから、「発表の形成的評価」に関
する因子とした。第3因子は、「発表の内容について質問をする」、「発表の
内容について補足の説明をする」などの項目に対する負荷量が高かったこ
とから、「発表内容の検討」に関する因子とした。第1因子と第2因子、第1
因子と第3因子の因子間相関は比較的高かったことから、教員は課題遂行の
支援と発表に関する指導を組み合わせて設定している可能性が示唆された。 

表 1 学生の特性把握に関する因子分析 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

表 2 教育目標の設定に関する因子分析 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平均値 S.D. F1 F2

学問に対する興味・関心 4.336 .870 .834 -.154
学習に対する意欲 4.248 .886 .796 -.024
認知的な習熟度 3.760 1.110 .544 .188
他者との協調性 3.424 1.265 .369 .339

就職活動の状況 2.760 1.346 -.004 .602
ゼミナール以外に受講している授業 2.742 1.396 -.081 .550

2.779 1.139
.576

n=124

太字の数字はプロマックス回転後の因子負荷量が.350以上であることを示す

固有値

因子間相関

F1　心理的特性の把握 (4項目)

F2　状況的特性の把握 (2項目)

平均値 S.D. F1 F2

居心地のよい環境を提供する 3.552 1.058 .729 -.073
教員と学生、学生と学生間のかかわりを強化する 3.992 .955 .681 -.001
学生の成長にきっかけを与える 4.448 .677 .504 .089

最先端の研究成果に触れさせる 3.266 1.148 .021 .619
確実に学問の基礎を教える 4.112 .935 -.074 .502
特定の知識・技能を習得させる 3.712 .982 .104 .462
自然、社会とのかかわりから学問の意義を教える 3.887 1.014 -.021 .415

2.153 1.597
.230

n=123

太字の数字はプロマックス回転後の因子負荷量が.350以上であることを示す

固有値

因子間相関

F1　共同体の運営目標 (3項目)

F2　専門教育の充実目標 (4項目)
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表 3 学習目標の設定に関する因子分析 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
表 4 学習活動の設定に関する因子分析 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平均値 S.D. F1 F2 F3

学生の学習に対する意欲が向上する 4.280 .736 .800 .134 -.119
学生が学ぶことのおもしろさを発見する 4.312 .787 .727 -.018 .033
学生が他者と協調して課題に取り組む 3.760 1.003 .647 -.106 .020
学生が社会とのつながりを意識して行動する 3.784 1.089 .564 -.227 .165
学生が習得した知識、技能、態度等を総合的に活用する 3.912 .898 .404 .206 .196

学生が個人の興味・関心を追究する 4.352 .775 .059 .524 -.160
学生が専攻する学問分野を超えた汎用的な技能を会得する 3.520 .938 -.166 .498 -.020
学生の思考力が向上する 4.400 .684 .337 .442 -.093
学生が専攻する学問分野の専門的な技能を会得する 3.576 1.152 -.043 .439 .405

学生が学習内容についての体系的な理解を深める 3.823 1.013 .062 -.222 .791
学生が専攻する学問分野の基礎的な知識を習得する 4.056 .957 .077 -.071 .676
学生が専攻する学問分野の発展的な知識を習得する 3.821 .992 -.105 .394 .471

4.131 1.525 1.253
.619 .430

.466

太字の数字はプロマックス回転後の因子負荷量が.350以上であることを示す

n=123
F1　能動的学習の体験目標 (5項目)

F2　探究心の向上目標 (4項目)

F3　専門性の達成目標 (3項目)

固有値

因子間相関

平均値 S.D. F1 F2 F3 F4

学生がグループでフィールドワーク（観察・調査等）をする 2.288 1.402 .709 -.148 .124 .109
学生がグループでイベントの企画をする 1.980 1.323 .653 .061 -.040 -.030
学生が学外関係者（他大学・企業・地域等）と共同でプロジェクト
を行う

1.472 1.001 .624 .211 -.195 -.092

学生がグループで文書の作成（レポート・レジュメ等）をする 3.212 1.645 .541 -.097 .278 .046
教員に依頼された学外関係者が講義をする 1.621 1.035 .358 .154 -.120 .101

学生が与えられた課題の進捗について発表をする 3.940 1.280 -.057 .622 .186 .130
学生が卒業論文・研究・制作について発表をする 3.704 1.469 .151 .552 .004 -.089
学生がテーマについて調べたことの発表をする 4.600 .672 .006 .268 .173 -.019

教員と学生の間で議論をする 4.348 .850 -.137 .164 .570 .067
学生と学生の間で議論をする 4.092 .814 .110 .071 .534 -.200

教員が講義をする 2.876 1.198 .041 -.087 -.085 .605
教員が自分の専門分野や研究の紹介をする 2.988 1.219 .038 .132 -.008 .558

3.018 1.564 1.493 1.232
.281 .334 .158

.182 .218
.069因子間相関

太字の数字はプロマックス回転後の因子負荷量が.350以上であることを示す

n=124
F1　グループでの共同活動 (5項目)

F2　学生による発表 (3項目)

F3　教員および学生間での議論 (2項目)

F4　教員による知識伝達 (2項目)

固有値
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表 5 学生に対する指導に関する因子分析 

 

 

 

 

 

 

 
 

4.6 1 要因の分散分析 

 次に、教員によるゼミナールの授業構成に対する教員の専門分野、教員
の担当年数、ゼミナールの対象学年、ゼミナールの規模のそれぞれの主効
果を検討するために、1要因の分散分析を行った。目的変数には、因子分析
によって推定された14因子のそれぞれの因子得点を用いた。それに先立ち、
授業区分（必修、選択必修、選択）の影響を調べるために、目的変数に対
する他の説明変数との交互作用を検討した。その結果、探究心の向上目標
に対する授業区分×専門分野の交互作用のみ有意であった（F（4,112）=2.693, 
p < .05）。しかし、授業区分の単純主効果は有意でなかった（p > .05）た
め、本研究では授業区分の影響は考慮する必要がないと判断した。 
 分散分析の結果、有意な差が認められない場合も多数みられたことから、
教員の専門分野、教員の担当年数、ゼミナールの対象学年、ゼミナールの
規模に関わらず、すべてのゼミナールの授業構成に共通する部分が一定以
上存在すると示唆された。つまり、ゼミナールは多様であると論じられて
いる一方で、多くのゼミナールで設定されている目標・活動・指導のあり
方が本研究によって確認されたといえよう。その上で、認められた有意な
差は担当教員による個人差という意味での相違点を説明するものであると
考えた。以下では誌面の都合上、有意な主効果のみを表6に記載し、それぞ
れの結果について順に説明したい。 

平均値 S.D. F1 F2 F3

テーマ設定についてアドバイスをする 4.339 .815 .747 -.083 .218
文献の読み方についてアドバイスをする 4.024 1.078 .743 -.035 -.116
参考になる文献を紹介する 4.315 .779 .721 -.270 .106
課題の進め方について具体的な指示を出す 4.185 .949 .664 .238 -.014
今後の課題を指示する 4.368 .818 .411 .399 -.098
課題に取り組む意義について説明をする 4.008 .992 .383 .306 .222

発表の内容を評価する 4.256 .860 -.221 .889 .147
発表の技術を評価する 3.816 1.081 -.122 .813 .016
達成すべき目標を明確に示す 3.911 1.004 .460 .526 -.201

発表の内容について質問をする 4.832 .375 .031 .144 .600
発表の内容について補足の説明をする 4.760 .530 .023 -.021 .581

5.035 1.267 1.235
.672 .413

.384

固有値

因子相関行列

太字の数字はプロマックス回転後の因子負荷量が.350以上であることを示す

n=124
F1　課題遂行の支援 (6項目)

F2　発表の形成的評価 (3項目)

F3　発表内容の検討 (2項目)
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表 6 ゼミナールの授業構成に関する分散分析 

 

 

 

 

 

 

 

 
教 員 の 専 門 分 野 に 関 す る 分 散 分 析 の 結 果 、 教 員 に よ る 知 識 伝

達に対する教員の専門分野の主効果が有意であった（F（2,121）=5.912,
p < .05）。F-Shaffer法による多重比較の結果、人文学と社会科学の平均値
の間に有意な差が認められた。 

教員の担当年数に関する分散分析の結果、専門教育の充実目標に対する
教員の担当年数の主効果（F（2,116）=6.435, p < .05）と、専門性の達成目
標に対する教員の担当年数の主効果が有意であった（F（2,116）=8.185,
p < .05）。F-Shaffer法による多重比較の結果、いずれも、10年以下と11年
以上20年以下、および、10年以下と21年以上45年以下の平均値の間に有意
な差が認められた。 

ゼミナールの対象学年に関する分散分析の結果、専門教育の充実目標に
対するゼミナールの対象学年の主効果が有意であった（F（2,103）=4.035,
p < .05）。F-Shaffer法による多重比較の結果、3年生単一と3・4年生複合の
平均 値 の間 に 有意 な 差が 認め ら れた 。 また 、探 究 心の 向 上目 標
に対するゼミナールの対象学年の主効果が有意であった（F（2,104）=4.732,
p < .05）。F-Shaffer法による多重比較の結果、3年生単一と4年生単一、お
よび、3年生単一と3・4年生複合の平均値の間に有意な差が認められた。さ
らに、学生による発表に対するゼミナールの対象学年の主効果が有意であ

人文学 社会科学 総合科学

学習活動の設定 教員による知識伝達 0.255 a -0.214 b 0.099 ab 5.912 **

教育目標の設定 専門教育の充実目標 -0.360 a 0.149 b 0.154 b 6.435 **

学習目標の設定 専門性の達成目標 -0.469 a 0.180 b 0.191 b 8.185 **

教育目標の設定 専門教育の充実目標 -0.218 a -0.028 ab 0.246 b 4.035 *

学習目標の設定 探究心の向上目標 -0.253 a 0.271 b 0.202 b 4.732 *

学習活動の設定 学生による発表 -0.226 a 0.365 b 0.208 b 6.558 **

学生に対する指導 課題遂行の支援 -0.259 a 0.479 b 0.121 ab 5.151 **

グループでの共同活動 -0.412 a 0.058 b 0.495 c 10.130 **

教員および学生間での議論 -0.218 a 0.034 ab 0.286 b 3.587 *

教員の担当年数 F値
～10年 11～20年 21～45年

教員の専門分野 F値

* p <.05,  ** p <.01
平均値の右肩に付した文字は、横にみて同一文字が付されている間ではF-Shaffer法で5%
水準の有意差がないことを示す

ゼミナールの対象学年 F値3年生 4年生 3・4年生

ゼミナールの規模 F値
～10名 11～20名 21～40名

学習活動の設定
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った（F（2,104）=6.558, p < .05）。F-Shaffer法による多重比較の結果、3年生
単一と4年生単一、および、3年生単一と3・4年生複合の平均値の間に有意
な差が認められた。最後に、課題遂行の支援に対するゼミナールの対象学
年の主効果が有意であった（F（2,104）=5.151, p < .05）。F-Shaffer法による多
重比較の結果、3年生単一と4年生単一の平均値の間に有意な差が認められ
た。 

ゼミナールの規模に関する分散分析の結果、グループでの共同活動に対
するゼミナールの規模の主効果が有意であった（F（2,115）=10.130, p < .05）。
F-Shaffer法による多重比較の結果、10名以下と11名以上20名以下、10名以
下と21名以上40名以下、11名以上20名以下と21名以上40名以下の平均値の
間に 有 意な 差 が認 め られ た。 加 えて 、 教員 およ び 学生 間 での 議
論に対するゼミナールの規模の主効果が有意であった（F（2,115）=3.587,
p < .05）。F-Shaffer法による多重比較の結果、10名以下と21名以上40名以
下の平均値の間に有意な差が認められた。 

 
５．考察 

 
はじめに、因子分析の結果から導出される知見を 2 点述べたい。1 点目

は、教員はゼミナールを単なる授業形式や教育方法のひとつとしてだけで
なく、教員と学生による共同体としても機能させている点である。これは、
次の 2 つの結果に拠る。ひとつは、教員がゼミナールに参加している学生
について、学習を促す興味・関心や意欲だけでなく、就職活動の状況や他
に受講している授業など、学生をとりまく諸環境に広く注意を向けていた
ことである（表 1 参照）。そしてもうひとつは、ゼミナールでの自身の役割
に対して、居心地のよい環境の提供や、教員および学生間のかかわりの強
化という目標を立てていたことである（表 2 参照）。 

本知見は、専門教育のゼミナールでは教員と学生や学生同士の結びつき
が大変強く、「○○ゼミ」という共同体の一員になることを意味する（毛利
2006）という主張を支持する。今日の大学教育では学習共同体の構築に注
目が集まっており、初年次教育への少人数ゼミナール方式の導入など、多
様な取り組みが行われている（杉原 2006）。その一方で、教育学的な検討
が十分にされていない問題（杉原 2006）を踏まえると、ゼミナールが共同
体としての機能も有しているという知見は、大学教育全般における学習共
同体のあり方を考えていく上での礎石になるだろう。 
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2 点目は、教員はゼミナールでの学習について、専門性を超えた探究心
の向上や、能動的な学習の体験そのものに重きを置いている点である。こ
れは、学ぶことの面白さの発見や他者との協調、個人の興味・関心の追究
や専門分野を超えた汎用的な技能の習得に、教員が学習目標を設定してい
たことに拠る（表 3 参照）。このような実態は、専門教育において基礎や基
本を重視した内容への転換が望まれている大学教育の潮流とも整合性があ
る。これまでのゼミナールは、専門分野の内容を身につけることを目的と
する専門教育の要として語られることが多かった。けれども、それだけに
とどまらない価値を有する学習環境として、多くの教員が期待を寄せてい
る可能性が本研究によって示された。1 点目の知見とも共通するが、近年
の専門教育に求められている特徴がゼミナールにおいても確認されたこと
で、今後の大学教育を考察するための視点が得られたといえよう。 

次に、分散分析の結果の考察に移る。まず、因子分析により推定された
14 因子に対する、教員の専門分野、教員の担当年数、ゼミナールの対象学
年、ゼミナールの規模の 4 要因の主効果を<1>～<6>にまとめた。<1> 人
文学が専門の教員は、社会科学が専門の教員よりも、教員による知識伝達
（学習活動）を多く設定していた。<2> 教員の担当年数が 11 年以上の教
員は、10 年以下の教員よりも、専門教育の充実目標（教育目標）や専門性
の達成目標（学習目標）を多く設定していた。<3> 対象学年が 3・4 年生
複合のゼミナールを担当した教員は、3 年生単一のゼミナールを担当した
教員よりも、専門教育の充実目標（教育目標）や探究心の向上目標（学習
目標）、学生による発表（学習活動）を多く設定していた。<4> 対象学年
が 4 年生単一のゼミナールを担当した教員は、3 年生単一のゼミナールを
担当した教員よりも、探究心の向上目標（学習目標）、学生による発表（学
習活動）、課題遂行の支援（学生に対する指導）を多く設定していた。<5> 
規模が 11 名以上のゼミナールを担当した教員は、10 名以下のゼミナール
を担当した教員よりも、グループでの共同活動（学習活動）を多く設定し
ていた。<6> 規模が 21 名以上 40 名以下のゼミナールを担当した教員は、
10 名以下のゼミナールを担当した教員よりも、教員および学生間での議論
（学習活動）を多く設定していた。 

以上の結果について、<1>は【仮説 1】を、<2>は【仮説 2】を、<3>と
<4>は【仮説 3】を、<5>と<6>は【仮説 4】を概ね支持するものであった。
ここからは、各々の結果について順に解釈を加えていきたい。はじめに結
果の<1>より、人文学が専門の教員は社会科学が専門の教員に比べて、講
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義や自分の専門分野・研究などの紹介に力点を置いていることが示された。
こうした専門分野間の差異は、「分科」レベルでは他にも認められる可能性
がある。しかし、本研究で注目した「分野（系）」レベルでは、教員による
知識伝達以外に有意な差異が認められなかった。つまり、ゼミナールの授
業構成の実態として、人文学、社会科学、総合科学の間に大きな違いはみ
られないことから、目標や活動の設定、指導のあり方については多くの側
面で共通性があると考えられる。これまで、ゼミナールでの多様な学習内
容は教員の専門性を反映していると暗黙的に考えられてきた。しかし今後
は、例えば人文学が専門の教員が、社会科学や総合科学が専門の教員のゼ
ミナールを参考に授業構成を考えることも可能だといえよう。 

続いて、結果の<2>より、教員は担当年数が増加するほど、ゼミナール
での専門性の習得を重視する傾向が示された。こうしたゼミナールでの教
員自身の役割や、学生の学習に対する考え方の変化には、2 つの要因が関
係していると考えられる。ひとつは、Postareff et al.（2007）が指摘して
いる担当年数、すなわち教授経験である。もうひとつは、同時代に教育を
受けた集団（世代またはコーホート）がもつ特性の効果である。 

そこで、担当年数と世代の関係を調べるために、担当年数の各水準（10
年以下、11 年以上 20 年以下、21 年以上 45 年以下）について、教員の年齢
の平均値を算出した。その結果、担当年数が 10 年以下の教員は 48.67 歳
（S.D.=5.67）、11 年以上 20 年以下の教員は 53.27 歳（S.D.=15.56）、21 年以
上 45 年以下の教員は 61.73 歳（S.D.= 29.51）となった。担当年数と年齢に
ついて相関分析を行ったところ、有意な正の相関が認められた（r =.54, p 
< .01）。この結果から、担当年数と世代を切り分けて論じることは難しい
といえよう。そのため今後は、ベテラン教員ゆえにゼミナールでの専門性
習得を大切だと認識しているのか、それとも、世代間の意識の差が影響し
ているのかという点について、別途、検討していく必要がある。 

次に、結果の<3>および<4>より、ゼミナールの対象学年による差異は、
教育や学習目標だけでなく、学習活動の設定や学生に対する指導において
も生じることが示された。例えば、学生による発表は、3・4 年生複合や 4
年生単一のゼミナールで、テーマ設定や文献の読み方に関するアドバイス
といった課題遂行の支援は、4 年生単一のゼミナールで多く行われていた。
これらの結果から、4 年生が対象学年に含まれていることが、学習活動や
指導の違いに表れていると推測される。 

さらに、学生による発表と課題遂行の支援の間には、有意な正の相関が
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認められた（r =.55, p < .01）。また、4 年生が参加しているゼミナールに
おいては、探究心の向上が学習目標として設定され、教員は、最先端の研
究成果への接触や学問の基礎習得を目指していた。ここで、多くの大学で
は 4 年生が卒業論文に取り組む習慣があることを鑑みると、4 年生が対象
のゼミナールにおいて教員は、卒業論文の遂行を中心に学生の能動的かつ
主体的な取り組みを促進するような授業構成を考えているといえよう。 
 最後に、ゼミナールの規模について論じる。結果の<5>および<6>より、
参加学生の人数が多いゼミナールでは、フィールドワーク（調査・観察等）
やイベントの企画、文書の作成（レポート・レジュメ等）など、グループ
で取り組む共同活動が多く設定されていた。クラス規模は、学生の意欲や
内容の理解、興味の増加と有意な負の相関を持つ（中井・馬越 1999）こと
を考慮すると、規模の大きなゼミナールでは、学生の能動的・主体的な学
習を実現することが難しいと考えられる。これらの結果から、多くの学生
が参加するゼミナールにおいて教員は、学生の積極的な関与を維持するた
めに、グループでの共同活動を取り入れていると示唆される。 

また、教員および学生間での議論は、10 名以下のゼミナールよりも、21
名以上 40 名以下という大規模なゼミナールにおいて多く設定されていた。
その際、グループでの共同活動と教員および学生間での議論の間には、有
意な正の相関が示された（r =.47, p < .01）ことから、以下のような仮説が
考えられる。まず、大規模なゼミナールでは全体での議論が成立しにくい
ため、教員は学生の積極的な関与を引き出すために、グループでの共同活
動と議論をセットで設定する。それにより、グループ内ならびにグループ
間での相互作用が必然的に促進されることを教員は期待している。それに
対して、10 名以下のゼミナールでは、全体での議論が自然と活性化しやす
いため、教員は意図的に議論を設定する必要がないという可能性がある。 

以上の議論をまとめると、教員はゼミナールの授業構成を考える上で、
共同体としてのゼミナールの機能や、専門性の習得に留まらないゼミナー
ルの価値を認識することが重要である。目標や学習活動の設定および指導
については、ゼミナールの対象学年や規模による違いがみられたことから、
教員の多くは学生の学年や人数に応じて、ゼミナールを構成していると推
測される。ゆえに、例えば初めてゼミナールを担当する教員や、必要に応
じてそれまでの実践を変更する場合は、目標、学習活動、指導に対する諸
要因の影響を考慮しつつ、授業構成を考えることが望ましいといえよう。 

このように本研究は、先行研究が不十分なゼミナールの授業構成につい
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て、多角的かつ実証的な検討に基づいた一般的な知見を提供するという点
で、ゼミナールを実践する教員に一定の有用性があるといえよう。ただし、
以上の提言は、あくまでも本研究の調査データに基づく考察である。教育
現場への応用を考えるならば、導出された知見の有用性を教員と共に確認
する必要がある。ゆえに今後は、教員がゼミナールの授業構成を考える際
の足場として本研究の成果を活用してもらい、教員からのフィードバック
などを通して「教員によるゼミナールの授業構成に関する理論」を確立し
ていきたい。さらに、ゼミナールの学習成果として期待されている汎用的
技能との関係も、今後、実証的に検討していく予定である。 
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